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基準試算の更新について



基準試算の更新についての考え方

○第２回検討会の財政見通し（以下「基準試算」という。）のうち、平成21年度から平成23年度までの会員数については、
三共済会の実態調査（以下「共済会調査」という。）に基づくものを採用していたが、今回、最新（平成21年8月現在）の
情報に更新し、「基準試算」の精度を上げることとする。

○更新作業は、下記のとおり、２種類行った。

【「共済会調査 の更新作業】

更新項目 更新後
（第３回検討会）

更新前
（第２回検討会）

【「共済会調査」の更新作業】

（第 回検討会） （第 回検討会）

市町村合併の見込み
（市＋町村のみ）

平成２１年８月現在
「今後の市町村変更情報」

平成２０年２月現在
「今後の市町村変更情報」

（市＋町村のみ）
「今後の市町村変更情報」
（（財）国土地理協会）

「今後の市町村変更情報」
（（財）国土地理協会）

定数の見込み

平成２１年３月現在
次期定数調査（共済会）

＋
平成２１年８月までに議会から

平成２０年３月現在
次期定数調査（共済会）

報告があったもの
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更新作業の結果 市＋町村

○更新作業の結果、平成23年度末（市＋町村）における基準試算の会員数と更新作業後の会員数については、△1,055
人となった。

（なお、合併の見込みについては、法定協議会を設けている団体のみならず、任意協議会・研究会を設けている団体につ
いても合併するものと見込んで、会員数に反映させている。）

○第２回検討会で提示した前提条件に、当該更新作業の結果を反映させ、再度、財政の見通しをたてる。
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更新作業の結果 市＋町村

○ 更新作業の結果、年度末会員数の見込みについては、下記の通りとなる。
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更新作業の結果 都道府県

○更新作業の結果、平成23年度末（都道府県）における基準試算の会員数と更新作業後の会員数については、±０人で
あり（Ｈ２２の年度末会員数が△１であるが、Ｈ２３の年度末会員数は＋１となっている）、財政を見通す上での影響は極
めて小さいことから、基準試算を更新しないこととする。
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基準試算（更新後） 市＋町村
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成熟度の見通し（更新後）

○基準試算（更新後）を踏まえると、今後２０年間の成熟度は次のとおりとなる。会員数が微減、受給者数はほぼ一定の
ため、成熟度が微増している。
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基準試算（更新後）に基づく財政累計イメージ

○基準試算(更新後）に基づき、今後、市共済会と町村共済会が円滑な運営をするためには、平成23年度から平成43年
度までの約20年間で、約2,998億円＋αの収支改善のための方策が必要。

市＋町村

収入 支出

【市共済会＋町村共済会の財政累計イメージ（H23～H43）】

積立金＋α（※）

総不足額

収入 支出 （単位：億円、23年度現価）

遺族年金
3,141

一時金
322不足額

2,998

総不足額
2,998＋α

負担金
2 979

激変緩和
496

積立金
97

支出合計

特別掛金
703

2,979

退職年金
7 781

収入合計
8,149

支出合計
11,244

掛金
3,971

703 7,7818,149

７
※＋α：一定程度の積立金がなければ、持続的な運営が不可能。積立度合＝１～２を目安にすると、

４００億円～８００億円程度



収支改善のための方策と効果

○平成23年度から平成43年度までの財政不足額約2,998億円＋αを改善するため、仮に、給付引下げと掛金引上げによ
り対応した場合の機械的な算定結果は下記のとおり。

市＋町村

【給付引下げと掛金引上げにより対応した場合の「機械的な算定」の結果】

給付 収入
積立金残高
（平成43年度）

退職年金 遺族年金 律３ カ ト
１

退職年金・遺族年金一律３０％カット
＜収支改善効果：３，３７３億円＞

－

＜収支改善効果： ０億円＞ ３７５億円

退職年金 遺族年金 律２０％カ ト 掛金率 ア プ２
退職年金・遺族年金一律２０％カット

＜収支改善効果：２，２４９億円＞
掛金率４．５％アップ（１６％→２０．５％）

＜収支改善効果：１，１１７億円＞
３６８億円

退職年金 遺族年金 律１０％カット 掛金率９ ０％アップ（１６％ ２５％）３
退職年金・遺族年金一律１０％カット

＜収支改善効果：１，１２４億円＞
掛金率９．０％アップ（１６％→２５％）

＜収支改善効果：２，２３４億円＞
３６０億円

４
退職年金・遺族年金一律５％カット 掛金率１１．５％アップ（１６％→２７ ５％） ４１９億円４
退職年金 遺族年金 律５％カット

＜収支改善効果：５６２億円＞
掛金率１１．５％アップ（１６％→２７．５％）

＜収支改善効果：２，８５４億円＞
４１９億円

５
－

＜収支改善効果 ０億円＞
掛金率１３．５％アップ（１６％→２９．５％）

＜収支改善効果 ３ ３５１億円＞
３５３億円

＜収支改善効果： ０億円＞ ＜収支改善効果：３，３５１億円＞
億円

※収支改善効果：平成23年度～平成43年度までの累積効果額（平成23年現価ベース）
８


